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野田市条例第２４号 

 

野田市障がい者福祉手当支給条例の一部を改正する条例 

 

 野田市障がい者福祉手当支給条例（昭和４８年野田市条例第４号）の一部を

次のように改正する。 

 第１条中「、ねたきり身体障がい者」を削る。 

 第２条第２号を削り、同条第３号中「第１号」を「前号」に改め、同号を同

条第２号とし、同条第４号中「第１５条第４項」を「（昭和２４年法律第２８

３号）第１５条第４項」に、「別表第５」を「別表第５号」に、「もの。」を

「もの（６５歳以上の者にあっては、６５歳に達したときの身体障害者障害程

度等級が１級から４級までであるものに限り、６５歳以上において１級から４ 

級までの身体障害者障害程度等級のいずれにも該当しなくなった者を除く。）」 

に改め、同号ただし書を削り、同号を同条第３号とし、同条中第５号を第４号

とし、第６号を第５号とする。 

 第３条中「障がい者」の次に「であって、次の各号のいずれの要件にも該当

するもの」を加え、同条に次の各号を加える。 

 (1) 障がい者（重度知的障がい者を除く。）が国民年金法（昭和３４年法律

第１４１号）第３０条の４及び国民年金法等の一部を改正する法律（昭和

６０年法律第３４号。次号において「改正法」という。）附則第２５条の

規定による障害基礎年金の支給を受けていないこと。 

 (2) 障がい者が特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第

１３４号）の規定による障害児福祉手当及び特別障害者手当並びに改正法

附則第９７条の規定による福祉手当の支給を受けていないこと。 

 (3) 障がい者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護

を受けている世帯に属さないこと。 

 (4) 障がい者が児童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設若しくは同

条第２項に規定する指定発達支援医療機関又は障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条

第１１項に規定する障害者支援施設に入所していないこと。 



 (5) 障がい者が老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１５条に規定す

る老人福祉施設のうち養護老人ホーム又は特別養護老人ホームに入所して

いないこと。 

 (6) 障がい者が手当の支給を受けようとする月の属する年度の前年度（４月

から７月までにあっては、前々年度）に次の給付（重度知的障がい者にあ

っては、アの給付に限る。）について、規則で定める基準支給量以上の給

付を受けていないこと。 

  ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１８条に規定する保険給付 

  イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第１９

条第１項に規定する介護給付費等 

  ウ 児童福祉法第２１条の５の５第１項に規定する障害児通所給付費等 

 (7) 障がい者が精神疾患のため入院した日から起算して３月を経過していな

いこと。 

 第４条を削る。 

 第５条に次の１項を加える。 

３ 前項の認定を受けた者が、受給資格を失った後再び受給資格者に該当する

に至った場合において、その該当するに至った後の期間に係る手当の支給を

受けようとするときも、第１項と同様とする。 

 第５条を第４条とし、第６条を第５条とする。 

 第７条第１項各号列記以外の部分中「次の各号に定める」を「別表の」に改

め、同項各号を削り、同条第２項中「前項各号の」を「前項に規定する」に改

め、同項ただし書を削り、同条を第６条とし、第８条を第７条とし、第９条を

第８条とし、同条の次に次の１条を加える。 

 （現況届） 

第９条 市長は、必要があると認めるときは、受給資格者に対し、期限を定め

て現況届の提出を求めることができる。 

２ 前項の規定により現況届の提出を求められた受給資格者は、同項の期限ま

でに現況届を提出しなければならない。 

 第１２条を第１４条とし、第１１条を第１３条とし、第１０条を第１１条と

し、同条の次に次の１条を加える。 



 （支給の差止め等） 

第１２条 市長は、第９条第１項の規定により現況届の提出を求められた受給

資格者が、正当な理由がなくて同項の期限までに現況届の提出をしないとき

は、手当の支給を一時差し止めることができる。 

２ 前項の場合において、手当の支給を一時差し止められた受給資格者が現況

届の提出をしたときは、その差し止めた手当を支給するものとする。 

３ 第１項の規定により手当の支給を一時差し止められた受給資格者が、現況

届の提出をしないまま同項の期限の翌日から起算して１年を経過したときは、

受給権を失う。この場合においては、第７条第１項又は前項の規定にかかわ

らず、手当は支給しない。 

 第９条の２を第１０条とする。 

 附則の次に次の別表を加える。 



別表（第６条第１項）                          

手当の種類 手当の種類ごとの支給の対象となる者  支給額（月額） 

重度知的障が

い者福祉手当 

第２条第１号に該当する者 ８，６５０円（た

だし、減額支給額

は、２，２００円

とする。） 

知的障がい者

福祉手当 

第２条第２号に該当する者 ８，０００円（た

だし、減額支給額

は、２，０００円

とする。） 

身体障がい者

福祉手当 

第２

条第

３号

に該

当す

る者 

６５

歳未

満の

者 

身体障害者障害程度等級が

１級又は２級である者 

８，０００円（た

だし、減額支給額

は、２，０００円

とする。） 

身体障害者障害程度等級が

３級である者 

６，０００円（た

だし、減額支給額

は、１，４００円

とする。） 

身体障害者障害程度等級が

４級である者 

４，５００円（た

だし、減額支給額

は、１，１００円

とする。） 

６５

歳以

上の

者 

６５歳に達したときの身体

障害者障害程度等級が１級

又は２級である者であって

現に身体障害者障害程度等

級が１級又は２級に該当す

るもの 

８，０００円（た

だし、減額支給額

は、２，０００円

とする。） 

   ６５歳に達したときの身体 ６，０００円（た 



   障害者障害程度等級が１級

から３級までである者であ

って現に身体障害者障害程

度等級が３級に該当するも

の 

だし、減額支給額

は、１，４００円

とする。） 

６５歳に達したときの身体

障害者障害程度等級が３級

である者であって現に身体

障害者障害程度等級が１級

又は２級に該当するもの 

６５歳に達したときの身体

障害者障害程度等級が１級

から４級までである者であ

って現に身体障害者障害程

度等級が４級に該当するも

の 

４，５００円（た

だし、減額支給額

は、１，１００円

とする。） 

６５歳に達したときの身体

障害者障害程度等級が４級

である者であって現に身体

障害者障害程度等級が１級

から３級までに該当するも

の 

精神障がい者

福祉手当 

第２条第４号に該当する者 ８，０００円（た

だし、減額支給額

は、２，０００円

とする。） 

備考 この表において「減額支給額」とは、一の年度において第３条第６号

の規則で定める基準支給量未満の給付を受けた障がい者又は当該障がい

者の保護者に対して支給する当該年度の翌年度の初日の属する年の８月

分から翌年７月分までの手当の額をいう。 



附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の野田市障がい者福祉手当支給条例（以下「新条例」 

という。）の規定は、令和６年８月分の障がい者福祉手当（以下「手当」と

いう。）の支給から適用し、同年７月分までの手当の支給については、なお

従前の例による。 

３ 野田市心身障がい者福祉手当支給条例等の一部を改正する条例（令和３年

野田市条例第１２号）附則第６項の規定の適用を受けて令和６年７月分の手

当の支給を受けた者が、同年８月１日に新条例が施行されていたとするなら

ばこの条例の施行の日まで継続して手当の支給の対象となる場合に限り、こ

の条例の施行の日まで当該者の受給権は継続しているものとみなす。 

４ 令和６年７月分の手当の支給の対象となった者であって新条例別表に規定

する減額支給額の支給の対象となるものについての同年８月から令和８年７

月までの月分の手当の支給については、この条例による改正前の野田市障が

い者福祉手当支給条例の規定を適用するとした場合であっても令和６年７月

分から継続して手当の支給の対象となる場合に限り、新条例別表に規定する

減額支給額に代えて同表に規定する支給額によるものとする。 

 

 


